
  

公益財団法人環境科学技術研究所における調査研究評価の実施結果について 

「排出放射能環境移行調査」事後評価 

 

公益財団法人 環境科学技術研究所 

 

 公益財団法人環境科学技術研究所においては、調査研究活動の効率化及び活性化を図るこ

とを目的として、調査研究課題について、外部の評価者による評価を実施しています。今般、

「排出放射能環境移行調査」の事後評価を行いました。その概要は以下のとおりです。 

 

１．排出放射能環境移行調査の概要 

① 調査研究内容 

大型再処理施設に由来する放射性核種の六ヶ所村とその周辺環境における中長期的挙

動を予測し、それによる現実的な被ばく線量を評価するための総合的環境移行・線量評

価モデル（以下、総合モデル）の予測精度を向上するとともに、大気、降水をはじめとし

て、陸域、湖沼、沿岸海域より採取した環境試料中及び日常食・農畜水産物中の放射性核

種（3H、14C、129I 等）濃度等を測定し、得られたデータを用いて総合モデルを検証するこ

とを目標とした。 

② 調査研究期間 

平成 23 年度〜平成 27 年度（5 年間） 

③ 調査研究結果 

1) 総合的環境移行・線量評価モデルの精度向上と拡張 

総合モデルに、129I の大気から地上への沈着を物理形態別（気体状及び粒子状）に評価

する機構並びに葉菜及び根菜の葉面からのウェザリングに関する詳細な機構を組み入れ

るとともに、積雪による 3H の環境移行過程を組み入れた。これらにより、予測精度の向

上、または、より現実的な評価を可能とした。また、鷹架沼及びその集水域に関する各種

パラメータを取得して、放射性核種の移行を評価するモデルを構築し、総合モデルに組

み入れて、計算領域を拡張した。さらに、総合モデルで使用されているパラメータの不

確実さの伝播計算機構等を組み込み、パラメータの感度解析を可能とした。 

2) 総合的環境移行・線量評価モデル検証 

六ヶ所村を中心とした地域において、気圏、陸圏及び水圏における様々な環境試料、

及び日常食･農畜水産物を対象に排出放射性核種濃度を測定し、排出放射性核種の分布状

況及び経年変動等を把握した。その結果、土壌及び汽水湖湖底堆積物中にはアクティブ

試験時に沈着した 129I が残留していることが明らかとなった。また、各種パラメータを

最適化した大気拡散モデルにより環境研で測定したアクティブ試験時の 85Kr による γ線

線量率を良好に再現することができたが、施設周辺モニタリングステーションの 85Kr に

よる γ 線線量率及び 85Kr 濃度の再現性には課題が残った。さらに、1)に示した物理形態

別評価機構を加えたモデルによる 129I 大気中濃度及び沈着率の再現性には著しい向上が

認められた。加えて、青森県内で得られにくい放射性 Cs の環境移行パラメータとして、

福島県内の再浮遊率、放射性 Cs 捕捉ポテンシャルと土壌作物間移行係数の関係及び河川



  

における流出率を取得した。 

 

２．評価の概要 

① 評価の種類：事後評価 

② 評価実施期日：平成 28 年 3 月 8 日 

③ 評価結果 

適切な計画及び手法に従い、着実に実施しており、良好な結果が得られたものと評価

される。今後も高いレベルでのデータ取得を継続するとともに、モデルの精度を更に向

上するために努めることを期待する。また、鷹架沼サブモデルに尾駮沼サブモデルをベ

ースにした高次生態系への移行を解析できるような機能の拡張も検討するべきであろう。 

 

３．評価に対する対処方針 

今後もデータ取得を継続するとともに、モデルの精度向上に努める。鷹架沼サブモデ

ルに高次生態系への移行を解析できる機能の拡張を検討したい。 
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